
第７表

左のうち
一般財源

（歳入）地方消費税交付金 462,000 462,000

うち社会保障財源化分 252,000 252,000

（歳出）社会保障関係経費 2,378,162 1,115,408 252,000 10.6 100.0

３款　民生費 2,232,977 1,019,134 230,249 10.3 91.4

１項　社会福祉費 1,252,390 822,399 185,801 14.8 73.7

２項　児童福祉費 980,587 196,735 44,448 4.5 17.7

４款　衛生費 145,185 96,274 21,751 15.0 8.6

１項　保健衛生費 145,185 96,274 21,751 15.0 8.6

１目　保健衛生総務費 5,795 5,795 1,309 22.6 0.5

２目　予防費 96,422 58,691 13,260 13.8 5.3

５目　健康増進事業費 42,968 31,788 7,182 16.7 2.8

※地方消費税交付金の社会保障財源化分は社会保障関係事業に要する一般財源の比率に応じて按分

　して充当しています。

消費税引上げに伴う引上げ分の社会保障施策への使途状況について

（単位：千円、％）

令和４年度
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　「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付
税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」により、消費税率については令和元年１０
月１日より10％へ引き上げることとなり、地方消費税率についても78分の22（消費税率換算
2.2％）に引き上げられることとなりました。
　地方消費税収のうち引上げ分については「消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保
障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費に充てるものと
する」旨が地方税法に規定されております。これを受けて、本町の一般会計の歳出において下表
のとおり各事業に充当しています。

入湯税の使途状況について

　入湯税は、平成24年４月１日から宿泊で入湯された方に対して課税しており、環境衛生施設、
鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設並びに観光の振興に要する費用
に充てるための目的税となっています。
　令和4年度は、720,000円を観光振興に要する経費に充当しています。


